
策定時の状況 現計画の検証 現在の状況

安全性の担保がない新築
建築物の発生

中間検査後・完了検査直
後の違反行為

建築物の状況の未把握

違反建築物の発生

建築物関連の様々な事
件・事故の発生

耐震診断・耐震改修の遅
れ

老朽建築物や危険建築物
の増加

狭あい道路，その他の細
街路での危険性

都
市

既
存
建
築
物

新
築
建
築
物

確認申請手続きの円滑化と，
より質の高い建築物の生産
が求められている

既存ストックを安全な状態
で有効に利活用することが
求められている

建築物に関する情報の整備
が不足している

既存不適格建築物の現行基
準への適合及び耐震性能の
確保が求められている

建材の落下をはじめとする
事故が多発し，不正事件が
多発している

既存違反建築物に対する効
果的な対策と違反発生の未
然防止が求められている

危険建築物に対する，居住
状況に応じた効果的な対策
が求めれている

迅速かつ的確な災害対応が
求められている

京都の特性を踏まえたまち
づくりが求められている

・検査済証交付率は，ほぼ１００％に達し
ている
・確認申請手続きの円滑化が必要

・指定確認検査機関との連絡体制が整って
いる

・事件・事故は未だに発生しており，特に
落下系のものが目立っている
・各種不正が急増してる

・「まちの匠」（耐震化対策に係る助成制
度）の利用が拡大している
・耐震化が不十分，耐震化の重要性の認識
不足，「まちの匠」と地域住民との関係性
が未成熟

・空き家以外の通報件数は減少しているが
未だ存在しており，解決に時間がかかるこ
とが多くなっている
・管理不全空き家の増加

・接道許可の手続きが簡略になっている
・3条その他条令に係る包括同意基準の運
用を開始している
・制度の利用が芳しくないため未だ細街
路での危険性が残っている
・京町家の増改築における法への適合が
困難，技術者不足による不適切な改修

社会背景

・既存ストックの活用（法改正）
・検済みなしガイドラインの公布
・大臣認定不適合等の不正事件の多発
（有識者会議の開催）

・マネジメント計画策定指針

・少子高齢化の進行
・働き方改革の推進
・観光客の増加，民泊の急増
・自然災害の多発（地震，台風等）
・ＳＤＧｓの国連採択

建築物に係る内容

・京町家保全に向けた取組の拡大
・新景観政策の更なる進化
・密集市街地，細街路対策の推進
・３条その他条例の活用促進

・文化庁の京都移転
・京都市レジリエンス戦略の策定
・京都市がＳＤＧｓ第１位を獲得
・「IPCC第49回総会」の開催
・「京都創生」の取組
・「持続可能な都市の構築」
・観光公害への懸念

京
都
特
有

全
国
的

良質ストックの生産

既存ストックの活用

情報整理

既存不適格

事件・事故

違反

危険

災害対応

まちづくり

・定期報告対象建築物の拡大は達成してい
る（約600件→ 約4,500件）
・定期報告提出建築物の確認が簡便に行え
るようになっている
・定期報告率は８割を下回っており，把握
できていない建築物が存在する

・現場対応が追い付いていない

課題の整理 資料２

※ 二重で囲んでいる課題は
現計画策定時以降の状況
の変化が特に影響してい
るもの


